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令和７年度（2025年度）北海道障がい者施策推進審議会 

 

日時：令和７年（2025年）12月 18日（木）18:00～19:45 

場所：かでる２・７ 10階 1060会議室 

 

【事務局】 

ただいまから、令和７年度北海道障がい者施策推進審議会を開催します。 

本日の司会を務めます、障がい者保健福祉課の相馬でございます。よろしくお願いします。 

それでは開催に先立ちまして、障がい者保健福祉課長の徳田よりご挨拶を申し上げます。 

 

【徳田課長】 

障がい者保健福祉課長の徳田でございます。 

本日は皆様ご多忙のところ、本審議会にご参加、ご出席いただきまして、厚く御礼申し上げま

す。 

また皆様方におかれましては、日頃より道の障がい福祉行政にご協力をいただいておりますこ

とに感謝申し上げます。 

さて、本日の審議会でございますが、令和６年度から 11年度までを計画期間として作成しまし

た第１期北海道障がい福祉プランにつきまして、初年度であります昨年度の、令和６年度の実績

につきまして、ご報告をさせていただきますので、審議会からのご評価をいただきたいと考えて

おります。 

皆様からの忌憚のないご意見を頂戴したいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

私どもといたしましては、希望するすべての障がいのある人が安心して地域で暮らせる社会の

実現を目指しまして、委員の皆様方のご意見とともに、第１期北海道障がい福祉プランに基づく

施策を推進していけるよう、ご協力をよろしくお願い申し上げ、簡単ではございますが、私から

の挨拶とさせていただきます。 

本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

それではお手元の資料を確認させていただきます。 

まず、会議次第、配席表、出席者名簿、それから資料１－①～⑮、参考資料の１と２、最後に、

委員からの意見・質問一覧となっています。配布漏れなどがありましたら、お知らせください。 

本日の日程ですが、本審議会は、19 時半を目途に終了とさせていただきたいと思いますので、

ご協力お願いします。 

本日は、会場とオンラインを併用したハイブリッド方式にて開催いたします。本日の審議会に

おきましては、今年度第１回目の開催でありますことから、委員の皆様と事務局を紹介させてい
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ただきます。 

それでは委員名簿の順に委員の皆様をご紹介させていただきます。 

北斗市長、池田様でございます。 

北海道知的障がい福祉協会 会長、大垣様でございます。 

旭川手をつなぐ育成会 副会長、菅原様でございます。オンラインになります。 

北海道社会福祉協議会 副会長、髙江様でございます。 

恵庭市子ども未来部えにわっこ応援センター センター長、高橋様でございます。オンライン

になります。 

北海道医師会 副会長、藤原様でございます。 

ＤＰＩ北海道ブロック会議 事務局長、山崎様でございます。オンラインになります。 

日本ＡＬＳ協会北海道支部 支部長、山田様でございます。 

最後に、札幌学院大学心理学部 教授、山本様でございます。オンラインになります。 

 

このほか、石山委員、大田委員、大西委員、櫻田委員、松原委員、吉岡委員からは都合により欠

席されるとの連絡をいただいております。 

 

続きまして事務局になります。 

障がい者保健福祉課 徳田でございます。 

障がい者保健福祉課 西本でございます。 

障がい者保健福祉課 木村でございます。 

障がい者保健福祉課 高木でございます。 

障がい者保健福祉課 吉澤でございます。 

障がい者保健福祉課 柏木でございます。 

障がい者保健福祉課 浅野でございます。 

続いて、子ども政策局子ども家庭支援課の中村でございます。 

子ども家庭支援課の古俣でございます。 

 

なお本日の審議会ですが、委員 15名のうち２分の 1以上の、９名のご出席をいただき、北海道

障がい者施策推進審議会条例第６条に規定する成立要件を満たしておりますので、審議会が成立

していることを報告いたします。 

それでは、ここからの議事の進行は、藤原会長にお願いしたいと思いますので、よろしくお願

いします。 

 

【藤原会長】 

それでは早速、議事に入りたいと思います。 

皆様からの忌憚のないご意見をいただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
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では「第１期ほっかいどう障がい福祉プランの推進管理について」、事務局から説明をお願いい

たします。 

 

【事務局】 

それでは私の方から着座にてご説明をさせていただきます。 

事前に推進管理表等、資料の方をお送りさせていただいておりましたが、ここで改めてかいつ

まんでご説明させていただき、大体 15分程度でと考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

資料を見やすくするために、昨年はＡ４版だったものをＡ３版に大きくさせていただきました。

１つの項目につき１枚、全部で 12ページ。資料 1については 12枚ものとなっております。 

初めに、資料１－①、「権利擁護の推進」についてでございます。それぞれの取組内容に応じた

令和６年度の取組状況でございますが、権利擁護センターでの相談受け付け。市町村職員等向け

の研修を実施。集団指導等における意思決定ガイドラインの周知。成年後見制度に関する会議を

６月と３月に開催をしたところでございます。また障害者差別解消法の主旨を踏まえたフォーラ

ムの開催。各種行事に合わせて、パネル展の実施、リーフレット等の配布を実施したところでご

ざいます。 

課題といたしましては、右上の欄になりますが、虐待件数が減少していないことから、引き続

き効果的な施策の実施が必要であると。それから、差別解消法の認知度が低い状況になっている

ということでございます。 

この評価につきましては、虐待防止の取組を引き続き推進し、差別解消法の普及啓発を図り、

進める必要があるとして、評価区分はＢ、概ね適正としております。 

右下欄の、改善の方向性といたしましては、法改正の内容の周知、障がいへの理解、虐待防止

法を学ぶ機会を設けるなど、さらに効果的な取組を行って参りたいと考えております。 

続きまして、資料をめくっていただいて、１－②でございます。 

「障がいのある人が暮らしやすい地域づくり」という項目でございまして、取組内容につきま

しては、14 振興局に設置しております地域づくり委員会を述べ 30 回開催し、相談等は通年対応

を実施したところでございます。 

右上の課題といたしましては、委員会への相談件数が減少傾向にあるということから、さらな

る周知が必要であると考えております。 

評価といたしましては、地域課題等の情報収集する機会を設けるなど、さらなる効果的な取組

を行う必要があるということで、評価区分はＢとしております。 

右下ですが、改善の方向性といたしましては、各種イベントで委員会の周知を行って、地域課

題の収集にかかる取組を強化していきたいと考えております。 

続きまして、１－③、「就労支援施策の強化」でございます。 

令和６年度の取組状況につきましては、各種ＰＲ、道庁内の各部局や市町村への働きかけ、農

福マルシェ等の開催。大型商業施設での販売会などを実施したところでございます。 
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成果目標の進捗状況につきましては、資料 13 ページの、Ａ４の資料がございまして、この 13

ページの No.14ですね、左の方に No.が１から書いておりますが、中段より下、４番、就労支援に

関する目標。これの進捗状況が記載してございますので、後程ご覧いただければと思います。 

Ａ３の資料の１－③に戻りまして、課題といたしましては、令和６年度の工賃実績は増加して

いることから、引き続き地域の関係機関の連携協力のもとで、事業所における多様な就労機会を

確保する取組が必要だと考えております。企業認証制度の登録件数は増加傾向でございますが、

引き続き働きかけが必要であると考えております。 

評価といたしましては、引き続き、工賃向上や販路拡大が図られるよう、関係機関との連携を

進める必要があり、認証制度の周知と登録への働きかけが必要とし、評価区分についてはＢとし

ております。 

改善の方向性といたしましては、農福連携の販売拡大や、売り上げ向上に向けた取組。地域の

経済社会を支える農業、福祉、商工等の各機関の連携による取組、企業認証制度の周知を行って

参ります。 

続きまして資料１－④、「相談支援体制・地域移行支援の充実」でございます。 

令和６年度の取組状況につきましては、地域生活支援拠点等の整備を広域相談支援体制整備事

業の重点方針に位置付け、地域づくりコーディネーターと連携し、市町村の支援を実施しており

ます。福祉灯油事業を実施した市町村への交付金による助成。障害福祉サービス事業所の情報を

公表、集団指導や運営指導を実施したところでございます。 

成果目標の進捗状況につきましては、先ほど 13 ページでありましたが、13 ページのＡ４の資

料、これの No.１，No.２、No.13、それから 14ページの方の No.38となっておりますので、後程

確認をいただければと思います。 

資料１－④に戻りまして、課題といたしましては、地域生活支援拠点等の整備に向けた協議が

進まない市町村があるということ、また集団指導は、すべての事業所の参加には至ってないとい

うことがございます。 

評価といたしましては、地域生活支援拠点等の未整備地域の市町村に向け、さらなる支援が必

要であることから評価区分Ｂとしております。 

改善の方向性といたしましては、引き続き、広域支援体制整備事業の全道の重点方針に位置付

け、市町村を支援するとともに随時、道内拠点の整備状況や、事例などの情報提供を行い、事業

所に対しては研修機会の均衡化を図って参ります。 

続きまして資料１－⑤、「サービス提供基盤の整備」でございます。 

令和６年度の取組状況につきましては、施設整備選定に係る有識者会議の開催。各圏域連絡協

議会における総量規制の協議などの実施。共生型地域福祉拠点の整備推進を行ったところでござ

います。 

課題といたしましては、施設整備補助金に係る国庫補助協議施設の選定にあたりまして、圏域

の充足率の低いものを優先して行い、すべての施設整備要望に対して予算づけを行うことができ

たところでございます。 
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評価といたしましては、施設整備補助金につきましては物価高騰も続いておりますことから、

国に対して財源確保の要望が必要として、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては今後も引き続き国に対して財源の確保を要望して参ります。 

続きまして資料１－⑥、「保健福祉・医療施策の充実」でございます。 

令和６年度の取組状況につきましては、精神障がい者地域支援センターを設置し、地域移行、

地域定着を推進。そして、市町村における、協議の場の設置の推進。ひきこもりに関する研修や

相談体制整備。高次脳機能障がいの地域での支援。自殺対策に係る啓発。相談支援等を実施した

ところでございます。 

成果目標の進捗状況につきましては、資料 13 ページの No.3～12 にあるとおりとなっておりま

すので後程ご覧ください。 

資料１－⑥に戻りまして、課題といたしましては、精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムに係る取組の推進が必要である。ひきこもりや自殺対策を含む精神保健施策についてさらな

る施策の推進が必要と考えております。 

評価といたしましては、精神障がいのある人の地域移行、地域定着に向けた支援体制の構築、

精神保健福祉施策についてさらなる取組の推進が必要として、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、他県の取組も参考にしながら、地域包括ケアシステムの構築、

精神保健福祉施策について、プランや、医療計画に基づく取組を推進して参ります。 

続いて資料１－⑦、「多様な人材の確保を定着・養成及びサービスの質の向上」でございます。 

令和６年度の取組状況でございますが、相談支援専門員等の各種養成研修の実施。 

北海道障がいサポートセンターを設置し、処遇改善加算の取得促進のための助言、福祉の仕事に

関する魅力の発信、組織経営に関する相談支援と、サービス業に関する苦情解決や、評価制度の

周知といったところでございます。 

課題といたしましては、相談支援専門員等の資質向上を図るための研修機会の確保が必要であ

る。障害福祉サービス等への就職の動機づけとなる、継続的な働き方が必要と考えております。 

評価といたしましては、相談支援専門員など、引き続き人材確保及び資質向上に向けて研修に

取り組む必要がある。職員のキャリアアップや、職場環境改善が必要として、評価区分はＢとし

ております。 

改善の方向性といたしましては、引き続き、研修体制の確保、障がい福祉サポートセンターに

よる支援。小中学校、高校への出前授業による福祉の仕事の魅力発信を行って参ります。 

続きまして、資料１－⑧、「障がい児支援の充実」でございます。 

令和６年度の取組状況でございますが、市町村に対する児童発達支援センター等の設置に向け

た働きかけ、各種研修会の実施。医療的ケア児に係る協議の場の設置状況の把握と、市町村への

働きかけ、難聴児支援、推進協議会の開催となっております。 

成果目標の推進につきましては、14ページの No.29～37となっております。 

資料１－⑧に戻りまして、課題といたしましては、児童発達支援センターなどについて、設置

が進んでいない地域があるということでございます。 
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評価といたしましては、設置が進んでない地域に対してさらなる働きかけが必要として、評価

区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、設置が進んでいない地域を中心に、支援に関する課題を把握

し、各施策の理解促進や働きかけを行って参ります。 

続きまして資料１－⑨、「発達障がいのある人や在宅の障がいのある人等への支援」でございま

す。 

令和６年度の取組状況でございますが、ペアレントメンターに関し、養成研修の開催、派遣、

地域研修、リーダーメンター会議の開催。発達支援推進協議会と、各種部会の開催をしていると

ころでございます。 

課題といたしましては、ペアレントメンター制度の周知不足。登録済みメンターのフォローア

ップ体制の整備。強度行動障がい等への効果的な支援体制の整備及び運用と考えております。 

評価といたしましては、ペアレントメンターの資質の担保、強度行動障がいのある方への支援

が効果的に行われているかの検証が必要とし、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、ペアレントメンターの効果的な養成及び事業推進を検討し、

発達障害者支援センターや、地域支援マネージャーによる効果的な支援体制の構築を図って参り

ます。 

続きまして資料１－⑩、「自立と社会参加の促進・取組定着」でございます。 

令和６年度の取組状況でございますが、市町村に地域生活支援事業の活用を働きかけ、国に対

しまして財源の確保を要望しております。北海道障がい者芸術文化活動支援センターを設置しま

して、芸術文化活動を支援してございます。視覚障がい者情報提供施設への補助を実施してござ

います。 

課題といたしましては、北海道障がい者芸術文化活動支援センターが実施した各種イベントの

参加者が、札幌圏に偏っており、地方からの参加が少ないということがございました。 

評価といたしましては、芸術文化活動支援センターは全道域での活動となるよう工夫が必要と

して、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、芸術文化支援センター活動支援センターが全道域での活動と

なるよう、開催時期や周知方法、オンラインの活用などを検討して参ります。 

次に資料１－⑪、「北海道意思疎通支援条例・手話言語条例施策の推進」でございます。 

令和６年度の取組状況でございますが、条例の普及啓発を目的としたパンフレットの配布やパ

ネル展、視覚、聴覚障がい者情報提供施設による情報提供、ＩＴサポートセンターによる相談支

援、手話、字幕、点字等による情報を提供のほか、知事記者会見での手話通訳と、各種位置疎通

支援者の養成研修を実施したところでございます。 

課題といたしましては、意思疎通支援に関する周知啓発を行いましたが、小中学生向けの手話

の出前教室については、実施を見送る学校があった状況でございます。 

評価といたしましては、オンライン化や、遠隔手話サービスの普及などに、必要に応じて、Ｉ

ＣＴなどを活用した事業への取組。市町村への活用の働きかけ。児童生徒の手話を知る機会の確
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保が必要とし、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、オンライン化や遠隔手話サービスの普及など、必要に応じて、

ＩＣＴなどを活用した事業への取組、市町村への活用の働きかけ、児童生徒の手話を知る機会の

確保を行って参ります。 

続きまして、資料１－⑫、「安全確保に備えた地域づくりの推進」でございます。 

令和６年度の取組状況でございますが、道のホームページ上で支援対策の手引きや配慮と情報

保障のための指針を公開してございます。社会福祉施設等の非常災害対策計画の策定を推進して

おります。福祉避難所に係る調査課題の把握、市町村への福祉避難所複数設置、複数確保の働き

かけを行ったところでございます。 

課題といたしましては、災害対策に係る支援については、全庁的に取り組む必要があると考え

ております。 

評価といたしましては、災害発生時の障がいのある方への必要な配慮について、引き続き、見

直しや情報提供を進めていく必要があるとし、評価区分はＢとしております。 

改善の方向性といたしましては、災害発生時に障がいのある方への必要な配慮について、引き

続き、見直しや情報提供を進めて参ります。 

この資料１につきましては、委員の皆様に事前に資料をお送りしまして、ご質問、ご意見を事

前にいただいておりました。４件ほどございますので、口頭になりますが、ここでご報告をさせ

ていただきます。 

本日欠席されております、櫻田委員から、資料１－⑦の右下の欄、今後の改善の方向性に、「処

遇改善加算について、法人に裁量を持たせることについても加えていただきたい」とのご意見を

いただきました。 

ご回答につきまして、道では、物価や賃金の上昇に応じて、適時適切に報酬スライドさせる仕

組みの導入ですとか、障害福祉サービス従事者のさらなる処遇改善については、国に対して要望

しているところでございますが、本プランにつきましては、障がいのある方やそのご家族が自立

した生活を送るため、市町村を基本とした身近な実施主体と、障がい種別によらない、一元的な

障害福祉サービスを実施していくための計画となることから、反映させていないというところで

ございます。 

また、山本委員からいただいたご質問で、資料１－④。未整備県域の市町村に向けた、さらな

る支援に取り組む必要がある、との記載がございます。黒枠で囲んだ評価のところでございます

ね。この具体的に検討している取組について、ご質問がありました。 

これにつきましては、市町村訪問による課題等の聞き取り、それから市町村職員や相談支援事

業所等を対象とした研修会の実施。道内の市町村でも活用可能な他県の事例についての情報収集

及び情報共有を実施しております。 

また資料１－⑧の、これも黒枠で囲んだ評価区分のところでございます。設置が進んでいない

地域に対して、さらなる働きかけの具体的な内容についてご質問をいただいております。 

これにつきましては、圏域連絡協議会や地域づくり委員会等における、関係ネットワークを活
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用しまして、設置の必要性の議論を深め、地域における療育支援体制の検討を行っていると。ま

た、設置済みの圏域の事例把握や、未設置圏域における課題に応じた情報提供により、設置促進

に取り組んで参りたいと考えております。 

次に、Ａ４の資料の、15ページ、資料１－⑭になります。北海道障がい福祉プランの必要なサ

ービス量の状況ということで、見込量と、それから令和６年度の実績ということで記載をさせて

いただいております。この自立訓練（機能訓練）ですね、下の方になりますが、日中活動系サー

ビスの必要見込量、No.11、この見込みと実績に乖離があると。51の見込みに対して 16の実績と

いうことについて、ご質問をいただいております。 

これにつきましては、事業所数がですね、令和２～６年度まで、17ヶ所と頭打ちになる一方で、

利用者数は令和２年度の月 50人強をピークに、減少傾向となっており、令和６年度については 20

人弱の状況となっております。サービスを実施している事業所に電話で照会させていただいたと

ころ、全国も道内も、利用者数は減少傾向にあるということと、この自立訓練（機能訓練）のサ

ービスは、通年で利用するというよりは集中的に６ヶ月以内の利用者が多いということでござい

ました。 

また今回見込みと実績の乖離が大きかった自治体にも問い合わせてみたところ、他の日中活動

系サービスと同様に、年々増加傾向と見込んだことや、通年利用と見込んだことから、見込みと

実績に乖離が発生したと考えられているということでございました。 

私の説明は以上でございます。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

ただいま事務局から報告がありました、こちらの資料に関しては、各委員に事前に内容を確認

していただいており、事前に提出のあった意見・質問も含めて、今、事務局から説明がありまし

た。質問の当事者のお二人のうち、櫻田委員は今日出席されていないので、山本委員からご意見

をいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

【山本委員】 

ご回答いただいてありがとうございます。 

質問番号２と３についてお伺いしたいです。これまでも北海道さんとしては取組をしてきた、

地域生活拠点事業なり児童発達支援センターの拡充というのは進めてきたと思うんですけれども、

なかなか上手くいってこなかったんだと思います。これからまたさらに取組ということで書いて

ありますが、今までの取組の総括と、今後新たに介入するのがどの部分かということを分けて教

えていただけるとありがたいです。 

 

【事務局】 

障がい者保健福祉課の高木と申します。ご質問ありがとうございました。 
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質問番号２の地域生活支援拠点の整備につきまして、今のご質問に対して回答したいと思いま

す。 

対応・回答の欄に３つ書いているうちの１つ目、市町村訪問による課題等の聞き取りが、実は

今までやってきた取組になっております。振興局と地域づくりコーディネーターが市町村に行き

まして、拠点の４つの要件があるんですけれども、それが充足されてるのかとか、色々と聞き取

りをしてきております。 

２つ目の、市町村職員や相談支援事業所を対象とした研修会というのが、実は今まであまり実

施してこなかったところでございまして、改めて、地域生活支援拠点がどういったものなのか、

概要の説明を行った上で、道内の拠点を運営している、先進的にやっているところもありますの

で、そういうところの活動の報告をしたり、地域づくりコーディネーターと振興局がどのような

働きかけを行っているのかなどを、研修会の中で、市町村職員や事業所と共有していこうという

ことを、今後の新しい取組として考えております。 

 

【事務局】 

子ども家庭支援課の古俣です。 

先生、部会の方もありがとうございます。 

繰り返しになってしまうかもしれませんが、先生ご指摘のとおり、色々な、過去も財政的な支

援ですとか、人材確保に関して専門家を派遣する事業ですとか、そういったことはすでに進めて

いきつつ、個別の働きかけというところでいきますと、今まで未設置地域に対する働きかけはし

てきて、そのおかげもあって、例えば医療的ケア児のコーディネーターは着々と人数が増えてき

ているんですけれども、ご指摘いただいた、例えば児童発達支援センター等のところについては、

まだ全体的な課題がございます。 

今後は、より具体的な進め方、マスで通知するですとか、先日も医療的ケア児のコーディネー

ターが設置された名簿をフィードバックする際に、活用の場の促進について、ただ名簿を配るだ

けじゃなくて具体的に働きかけをするですとか、あとは、やはり現場に行く、色々な圏域に行っ

て、実際にお話を聞く、この２つを、今後とも進めて参りたいと考えております。 

 

【山本委員】 

大変よくわかりました。ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

それでは、他の委員のご意見を伺いたいと思います。 

まずは、大垣委員から、ご意見お願いします。 

 

【大垣委員】 

今の医療的ケア児のところなのですが、コーディネーターは伊達みたいな小さな町でも何人か
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いるわけです。ところが、繋ぎ先がない。その課題はどうなっているのかなって思うわけです。    

伊達の場合は、我々の法人が必死になってやっていまして、昨日も 11人目の看護師に採用辞令

を出してきました。私どもの小さな法人に看護師を 11人も採用して、何とか医療的ケアを、児童

ではなく成人ですけれども、行っています。 

ですからその繋ぎ役のコーディネーターを養成した後、繋ぐ資源の開発をどうしたものかって

いう課題の方が大きいのではないかと思って、今の件についてお聞きしました。 

それから、先ほど徳田課長の説明ありがとうございました。すごくわかりやすかったのですが、

評価区分が、Ｃはなくていいけれども、何ヶ所かはＡが１個か２個あってもいいかなって思いま

した。 

 

【事務局】 

ご意見ありがとうございます。 

繋ぎ先ですよね。コーディネーターを配置するということと、協議の場を設置するっていうの

は取り組んでいただいてるんですけど、プラスアルファで、令和３年に医療的ケア児等のセンタ

ーを設置しておりまして、個別具体の相談を受けつつ、実際の繋ぐところも地域に入って、ドク

ターが入ってお繋ぎするという、個別にもう取り組んではいるところではございます。 

しかしながら、伊達の場合で言うと、先がないという問題ですよね。同一圏内だけというわけ

でもなかなかいかない部分もあると思いますが、そこは引き続き、地域の資源に応じてセンター

等に活躍していただくとともに、今後検討していく課題としては、北海道も、なかなか資源がな

いところでも、繋げている事例もあったりしますので、そのあたりの共有も含めて、進めて参り

たいと考えているところでございます。 

伊達の状況も色々教えていただいて、勉強させていただきたいと思いますので、引き続き、ご

協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

昔から、この審議会における施策評価では、Ａがありませんね。昔はＣが３、４つあったと思

いますが、今回の事務局案では、ほとんどＢということです。Ａにしないのは少し謙遜もあるの

かもしれませんが、概ね妥当かと思います。 

Ｗｅｂの山崎さん。ご発言お願いします。 

 

【山崎委員】 

はい、山崎です。２点、確認をしたいと思います。 

１点目が、資料１－③の「就労支援施策の充実・強化」の部分で、最後に今後の改善策の方向

性の案が示されていますが、来年か再来年になると思うのですが、特に就労支援Ｂ型については、

今後できるだけ数を少なくして一般就労へ、という方向性が国の方で示されていると思いますが、
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そのことについて、今後の改善の方向性のところに記載しなくていいのかなと思いました。 

２点目が、資料１－④、「地域支援体制・地域移行支援の充実」の部分ですが、なかなか、地域

移行等をしたいという方がいても、昨今の人材不足等で難しいところもあると思うのですが、ま

ず地域で、自立生活というか、自立生活等ができるということ自体が、北海道の場合、札幌や都

市部に関してはかなり知られてきていると思いますが、群部に関しては、なかなかそこが周知徹

底されてないというか、知らないというところが多いかと思います。 

地域移行に関して、グループホームも入れた形で、地域移行というところを考えていらっしゃ

るのかもしれませんが、本来はグループホームだけではなくて、１人ないし、ご本人が住みたい

人と住むっていうのが本来の形ですので、そのことを特に郡部の町村に関して、具体的にどのよ

うに落とし込んでいくのかを、お聞かせいただければと思います。お願いします。 

 

【事務局】 

障がい者保健福祉課の高木です。ご質問ありがとうございます。 

就労支援のＢ型のお話をいただきました。一般就労への移行という部分では、当然進めていか

なければいけない部分だと考えておりまして、指標の方にも、就労Ｂ、一般就労への移行目標な

ども立てて、進めているところでございます。 

この度、就労選択支援事業というのが、今年 10 月から始まって、Ｂ型で長くとどまっている

方々が、就労のアセスメントを経て、働く希望に応じた、就労先を選択するための支援を行う事

業っていうのが始まっているということで、それが進めば、より一般就労への移行が進んでいく

だろうなと考えております。 

実際に、今、国の方の、来年度、計画の見直しに向けたその策定指針の中で、就労選択支援の

整備の推進についても、色々と検討の中に出てきているかと思いますので、そういった部分も踏

まえまして、今後の記載について考えていきたいと考えております。 

もう１点、地域で自立生活ができるようにということで、グループホームだけでなく、おそら

く居宅支援とか、ヘルパーさんとか、日中サービスなんかを使いながら、地域で暮らしていける

ようにという部分ですね。そこを市町村の計画の中に落とし込むということですが、おそらく地

域生活支援拠点というのが各地域で整備されていけば、地域移行という部分で、体制も含めて、

市町村の方でも検討が進んでいくのかと考えておりまして、そこの部分を今、道が市町村に対し

て働きかけながら、生活の場とか色々なことを、市町村の協議会の中でも考えていくのかと考え

ております。 

具体的に、取組、対応としましてはそういうような形で、今のところ進んでいるのかなと思い

ます。 

 

【事務局】 

去年、結婚、出産、子育てに関して、事例集というのを作成いたしまして、今発言した高木が、

全道を回って、一人や二人で生活している方の参考事例ということで、回って色々お話を伺って
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参りました。 

地方ほど、役場や事業所の協力というのでしょうか、保健師さんが、見回ったり、地域生活を

支えていたり、そういった地方ならでは取組というのでしょうか、そういうものも見させていた

だきまして、それを事例集としてホームページに上げさせていただいて、各市町村の方にも配布

させていただいて、障がいのある方の、地域で生活したいという方の参考にしていただきたいと

いうことで配布させていただいたところでございます。 

 

【山崎委員】 

ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

次に、山田委員からご意見をお願いします。 

 

【山田委員】 

日本ＡＬＳ協会の山田洋平でございます。 

いつも我々当事者のためにご尽力いただき、ありがとうございます。 

これから私が発言する内容は、大変失礼を承知でお伝えします。 

私は難病のＡＬＳの当事者であると同時に、今年の夏に、同じく難病である、網膜色素変性症

と診断を受けました。私の現在の視界と視力は著しく低下しており、ｉＰａｄでメールの文字を

読むことが困難のため、今回のこの資料を読んでもらったのです。 

正直申し上げますと、私はこの審議すべき内容を聞いて愕然となり、深く失望しました。この

内容は、到底、我々障がい者の目線に沿って作られたものであるとは言いがたく、皆さんが下し

た評価も大甘で、身内に甘い茶番にしか聞こえなかったというのが、私の率直な感想です。 

まさか、北海道の英知が結集した北海道保健福祉部障がい者保健福祉課が、このような考えを

お持ちだったことに失望をいたしました。会議には、私の発言を含めまして、これから発言をさ

れる方々の声を真摯に聞いていただき、本会議の前に、我々障がい者の目線に立った内容審議並

びに適正な評価をしていただけますように切に願います。 

私は、障がい者の代表として発言をする義務がございます。私の数々の発言を失礼いたしまし

た。 

私がこれから発言することを必ず反映していただきますように存じます。質問がたくさんある

のですが、まとめて質問させていただいてもよろしいでしょうか。 

 

【藤原会長】 

どうぞ。 

 

【山田委員】 
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はい。まず資料１－⑨に関しまして、推進施策②、在宅の障がいのある人等への支援の充実と

あるのですが、在宅の障がいのある人への支援の充実に対しての取組内容が、書かれていないの

はどうしてでしょうか。 

次の質問ですが、１－⑩になります。障がい者が社会参加するに当たり、移動支援が必要だと

思うのですが、そこに対しての、取組内容や支援がないのはどうしてでしょうか。 

また、障がい者が社会参加するにあたり、今のような支援が必要なのですが、参加できないの

にイベントを開催することへの意義は、何なのでしょうか。 

次の質問ですが、１－⑪になります。こちらの課題などに、小中学生向けの手話の出前教室な

どと書かれているのですが、こちらに関しては、小中だけでなく、高校も含めた小中高での啓発

活動が必要ではないかと私は考えます。 

資料１－⑫に関してですが、こちらに関して、個人情報保護法により、支援が必要な人の情報

が、今入ってこない状態にあります。取組内容に関しまして、個別避難計画や、災害時の手引き、

手帳など、各所で同じことをやっているのが垣間見られて、無駄が多いように私は感じます。福

祉避難所に関して、札幌市は２、３日後に福祉避難所を開設するとありますが、普通の避難所の

福祉ルームに何人の方が利用できるかなどの情報がわかるともっといいのかと思います。 

今後の改善の方向性の部分ですが、「災害や感染症等が発生した際の障がい者への必要な配慮に

ついて、引き続き、見直しや情報提供を進める」とありますが、そもそもの情報が、少なすぎる

と私は感じております。 

この資料１－⑫に関しての評価区分がＢになっているのですが、正直私はＣ、Ｃ以下であると

感じております。 

今日の障がい者施策の災害への取組のところで、国の指定難病の場合は、保健所から特定疾患

が発行される。つまり、保健所は難病患者の数などを把握しているので、その情報を各自治体で

きちんと掴んで欲しいと考えます。それが個別避難計画の策定に繋がると考えております。 

自治体によっては、障害者手帳の有無や、障害福祉サービス、要介護度により策定されている

と思いますが、それだけでははかれないものもあると思います。災害弱者や取り残された人が生

まれない施策をお願いしたいと私は考えております。 

私からの質問は以上になります。 

 

【事務局】 

発達支援係の淺野と申します。 

ご指摘ありがとうございます。まず、私の方から、いただきました資料１－⑨の「発達障がい

のある人や在宅の障がいのある人等への支援」について、ご説明させていただければと思います。 

ご指摘いただきました推進施策の②、「在宅の障がいのある人等への支援の充実」について、今

回、取組内容に記載がないということでございます。 

今回、取組状況としまして令和６年度の取組状況を記載することになっておりましたので、記

載がなかったのですが、我々としましても重症心身障がい児者を支援する上で、専門の医療従事
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者が不足しているという声を多くお聞きしておりまして、今年度、医療従事者向けに、重症心身

障がい児者の支援にご協力をいただけるようパンフレットを作成いたしまして、今、いろんな医

師の学会や、そういったイベントなどで配布させていただいているところでございます。 

来年度の推進管理表につきましては、その点につきまして取組状況欄に記載させていただきた

いと思っており、引き続き、そういった色々な方々からご意見をいただきながら、効果の出るよ

うな施策を進めて参りたいと考えております。 

 

【事務局】 

社会参加係の吉澤です。ご意見でいただきました、資料１－⑩の、移動支援の記載がないとい

うことについて、自立と社会参加の促進ということから、どちらかというと社会参加とか芸術系

のことを記載し、移動支援のことというのが直接違ってたかっていうことなので、検討してみた

いというのがひとつと、続いて、障がいのある方の芸術活動にそもそも参加できない方もいらっ

しゃるということについて、それは多分そのとおりだと思いますが、芸術活動されてる方が、こ

れまで活動できる場というのがなかったと。国でも障がい者アートを進めているということもあ

りますので、まず、障がいの方も活躍できる機会の場を設けたいということで、こちらの方に記

載しているというところでございます。 

続きまして、資料１－⑪の意思疎通のところで、小中学生向けの手話出前講座という形で事業

を行っており、そこに高校生が入っていなかったということでございますが、これは教育との話

でもあるので、高校についても打診できるかどうか検討してみたいと思います。あくまで小学生

や中学生の小さいお子様から、直に触れ合うような機会をということで行ってきたところがござ

いましたので、高校生は検討してみたいというところでございます。 

最後、資料１－⑫でございまして、災害が起こったときの対応についてですが、確かに個人情

報保護法等で、患者情報を出すことができないため、各市町村においては、個別避難計画を作る

にあたりまして、先ほど、難病の例で発言いただきましたが、確かに難病の患者さんにつきまし

ては、保健所と市町村とで難病患者の情報を共有して、個別支援計画を作るということは行って

おりますし、身体障害者手帳をお持ちの方であれば障がい部門のところで、障がい部門と個別避

難計画をつくる部門では、同じ市町村の中で情報共有ができることから、そこで避難計画を作る

ことで、基本的にはできると思っております。 

ただ、確かにおっしゃる通り、そもそも情報が少ないというところでいきますと、市町村とし

ても避難計画を作ってはいるとは思いますが、直接の係ではありませんので、いただいた意見を

所管する課に伝えていきたいと思いますので、ご助言とかご指導があれば、承りたいと思います。 

 

【藤原会長】 

山田委員、いかがでしょうか。 

 

【山田委員】 
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ありがとうございました。 

  

【事務局】 

最初の方に山田様からご意見いただきました、障がい者の身になってという点については、私

どもも真摯に受けとめさせていただいて、今後の計画の推進、それから施策の推進に、活かして

いきたいと考えております。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

菅原委員。ご意見お願いします。 

 

【菅原委員】 

はい。私からは資料１－①の、取組内容５番の、差別解消道民フォーラムの開催、福祉教育の

推進。それと、計画期間内の具体的取組、この障害者差別解消法の趣旨を踏まえたフォーラムの

開催、学校向け教材の配布等福祉教育の推進について、どういう内容かお聞きしたいです。お願

いします。 

 

【事務局】 

障がい者保健福祉課の高木です。ご質問ありがとうございます。 

差別解消道民フォーラムですけれども、こちらの方は、毎年、札幌と道内２ヶ所を選定して、

障害者差別解消法の趣旨を広く道民の方に周知するというのと、差別解消にあたって関係機関の

取組であったりとか、当事者の方も来ていただいて、差別に関して色々とご意見いただくという

ような場として、フォーラムという形で開催しております。 

令和６年度につきましては、ここに書かれているとおり札幌と北見で開催しており、今年度は

札幌と倶知安と帯広市で開催してございます。 

教育機関教材というのは、小学校、中学校向けに、障がいの理解を深めていただくＤＶＤを作

っておりまして、動画を見ていただいて、生徒さんたちがどういう思いを受けたとか、どういっ

た支援、手助けをしてあげたらいいかっていうことを考えていただくような機会の場ということ

で、教材を作って、教育庁と連携して取り組んでおります。 

出前講座につきましては、昨年度は市内の高校に直接行きまして、先ほど言ったような差別解

消法の趣旨につきまして、生徒さんたちの方に直接、説明させていただいたところでございます。

あと昨年度は、ここに書いていないんですけれども、企業の方とか、例えば、観光協会の人から、

この差別解消法の出前講座をしてくださいとご依頼を受けて、説明に行ったというものもござい

ます。こういったように地域で色々な学校や企業の要望に対応しているところでございます。 

 

【菅原委員】 
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ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

それでは、高橋委員お願いします。 

 

【高橋委員】 

はい。私は現在障がい児や医療的ケア児について、業務の方で担当すること等がありますので、

資料１－⑧のところについて、意見というか、現状について考えていることをお話したいと思い

ます。 

児童発達支援センターや医療的ケア児の協議の場というところでは、設置の進んでいない地域

に対して更なる働きかけが必要ということで、それについて、今後の方向性、改善の方向性につ

いて記載されています。 

恵庭市においても、協議の場で、様々、医療的ケア児への支援について、課題など出されてい

るところですが、設置が進んでいるところではやはり色々と課題というのが出てきていると思い

ますので、そういったところも共有しながら、その課題に向けてどう取り組んでいったらいいか

ということもあわせて進めていって欲しいと思いました。 

現状ではやはり医療的ケア児が、学校は義務教育なので入学を断るということはなく、通常の

地元の学校、特別支援級、特別支援学校という、障がいによって様々な教育の場があるのですが、

幼稚園・保育園になりますとそういうところがなくて、加配の保育士を設置、或いは看護師が配

置されなければ受け入れが難しいというような現状で、入園入所については断られるケースが

多々あります。 

そういった課題は各地で聞かれていて、幼稚園・保育園現場の方との情報交換とか、保育士が

いないということが最大の課題として挙げられますが、そういう中でもどのようにしたら受け入

れが可能なのかということも、考えていけたらなと感じています。 

あと、医療的ケア児のショートステイや短期入所の場が少ないっていうことは非常に言われて

いますけれど、やはり強度行動障がいとか発達自閉症などで、なかなか感情のコントロールも難

しくて、だんだん成長していくと、家族の方もおうちの中でなかなかこう、生活していくと厳し

いという状況が、どんどん子供の成長とともに出てきていて、そういう場合の短期入所の施設が

本当に、私のように札幌圏にいても、なかなか調整が難しいというところがあります。 

北海道は広いので、そういう施設の少ないところはもっと大変だろうなと感じているので、そ

ういった方の施設入所あるいは短期入所、ショートステイっていう、ご支援の現状もどうなのか

ということも、今後知りたいと思いますので、そういった課題の共有などが、これからもできる

といいなと感じて聞いておりました。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。子ども家庭支援課の古俣です。 
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ご意見いただいた内容、基本的に全く同意見といいますか、まず進んでいるところの課題の共

有が非常に大事だと思っていますので、そのとおり進めてまいりたい。また、後段の方ですが、

道では国庫補助金に上乗せして活用する形で、医療的ケアの短期のレスパイト事業を、財政的に

支援しています。 

札幌市さんが、中核都市圏構想でやっていて、札幌圏で協定を結んでいる市町村の中で、恵庭

市さん、今ぱっと出てこなくてごめんなさい。 

 

【高橋委員】 

交わしています。協定締結しています。 

 

【事務局】 

入っていますよね。おっしゃられるとおり、札幌市さんと協定結んでいる市町村さんのところ

については、一番遠いところだと苫小牧ぐらいまで全部入っていた。短期のレスパイト事業をや

ってもらっていて、あとはそれが地域によってどれぐらい利用されているか。我々、活用してい

ただいているのは報告してもらっているのですが、どれぐらい使っていただいているかとか、そ

このあい路の部分というのは、引き続き、色々教えていただきながら進めたいと。あとご案内の

とおり医療的ケア児に関しては、児数調査も全部やっていて、その際にお困りになっているとこ

ろも聞いていまして、そのあたりのところに対する課題も、先ほどの医療的ケア児支援センター

と連携しながら、個別にどうやって対応していくのかを、やっていきたいと考えているところで

ございます。 

えにわっこ応援センターができて２年ちょっとでしたか、そういうセンター的なところの取組

についても、色々教えていただきながら進めて参りたいと思っていますので、引き続きご協力と、

連携の方をお願いしたいと思います。ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

よろしいですか。 

では髙江委員、お願いします。 

 

【髙江委員】 

髙江です、よろしくお願いいたします。  

私は就労支援の方が専門ですので、このことについて発言します。 

今年の 10月から始まりました就労選択支援について、これは始まったばかりで、今後どうなる

かというところは私もまだ全然わからないんですけれども、北海道ってものすごく広いので、う

ちの赤平市の施設に、函館とか中標津とか、利尻島からも利用者が来ているんですね。 

本来、就労選択支援というのは地域で行う話で、その地域の近くであればわかるんですが、北

海道全域にわたって情報が行き渡るというのはあまりにも広すぎて、就労選択支援はどうなるの
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かなって、危惧しているところはあります。 

専門家の方に聞いても、「北海道は特別だから」と言われることもあるので、これから就労選択

支援が進むにあたって、道と、我々団体等も、情報共有しながら進めていきたいと思いますので、

ご協力をよろしくお願いしたいというところがひとつです。 

それから、就労継続支援Ａ型について、昨年、報酬が下がった段階で、Ａ型がいくつかバタバ

タと辞めて、多分全国で 4000 人とか 5000 人、北海道でも 500 人ぐらいが、解雇のようになった

ということです。そういう事業所は、Ａ型なので仕事もあんまりないのにＡ型を開設して、国か

らもらってきたお金で利用者にお金を払ってやるみたいなことをしていて、我々は「悪しきＡ型」

みたいな呼び方をしてたんですけれども、そういう事業所だったので、国会で厚労省さんが責め

られているのを、ちょっとかわいそうだなと思いながら見ていたんですけれども。 

それでＡ型を辞めてＢ型に移行したような事業所もあって。この資料では、Ｂ型の令和６年度

の利用者数の見込みが 26,000人で、実績が 28,000人になってるということですね。 

今のＳＮＳ等を見ると、儲かりますからＢ型をやりませんかとか、コマーシャルで流れてくる

んですよね。Ｂ型でこれをやったら儲かりますよとか、やり方を教えるからやりませんか、みた

いなのが流れてきたりします。 

それで、もしそういうＢ型が開設されて、何人か利用者が入ってから、運営している株式会社

なんかが、儲からないなどの理由で閉設したとなったら、最終的に、利用者が不利益を被る形に

なります。   

ですからこのＡ型、Ｂ型の開設について、総量規制をかけろとは言わないんですけれども、中

身の部分をもう少し厳しく見るとか、そういうことをしていかないと、また同じようなことが起

こるのではないかと危惧するところがあります。 

もうひとつ、最後に、優先調達の部分で、これから我々の団体の方でも大型案件のようなもの

があって、ここでは申しませんけれども、ぜひ障がい者施設の就労支援に関しまして、今後とも

道の協力をよろしくお願いしたいと思っております。 

 

【事務局】 

ご意見ありがとうございました。 

就労選択支援につきまして、おっしゃられるとおり、11 月末現在で 14 ヶ所しかまだ指定が進

んでないという状況になっていまして、私どもも大変危惧している状況でございます。 

そういった状況を踏まえまして、私どもの方でも、この就労選択支援っていうのはどういった

事業なのか、まず関係者に周知をしようということで、今月、研修会を２回に分けて、学校の方、

特別支援学校の方も呼んでいますし、市町村、事業者の方も皆さん集まって、まず事業について

の理解を深めていこうと考えております。 

そういった部分を進めていって、この事業をやっぱりやらなきゃいけないねと地域で考えてい

ただくことが大事だと思っておりますので、まずその取組を進めていこうと考えているところで

ございます。 
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【事務局】 

 ご質問ありがとうございます。木村と申します。よろしくお願いします。 

Ａ型、Ｂ型のお話でございまして、議会でも話題になったところがございまして、我々も問題

意識といいますか、持っているところでございます。 

中身のチェックということで各振興局がやっておりますが、その辺も伝えながら、可能な限り

対応させていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。今の補足をさせていただきますと、Ａ型、Ｂ型に限らず、私ども道の

管轄である札幌市以外においては、まず事業所をオープンさせる前に、我々振興局が行ってお話

を聞いて、例えば販路はどうするのかとか、従業者からお話を伺っているのと、オープン後は３

年に１回、Ａ型については半年に 1回、運営指導に入らせていただいております。 

この間、札幌市で良からぬ事業者がいたり、かなりＢ型がオープンされているようなお話も聞

きますけれども、我々もそういった意識を持って、悪い事業者って言い方はあれですけれども、

そういう事業者を指定をしないような工夫を、これからも続けていきたいと考えております。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

最後に、池田委員、ご意見をお願いします。 

 

【池田委員】 

はい。我々は市町村ですから、こういったことに関しては、常に北海道庁さんと意見交換を密

にして、少しでも前に進めるような形でもって、行っていきたいと思っています。 

ただ、様々な課題はあるんですけれども、自治体の大きい小さいもあるんですけれども、でき

るところ、できないところはどうしても出てきます。我々、市においては、できる限り前に進め

ているんですけれども、まずは人材の確保、こういったものは大きな課題があります。 

それと、今年に入って、７月 30日にカムチャツカ沖地震があって、北海道の沿岸に津波警報が

発出されました。 

当然、北斗市も範囲に入っていますので、避難所を開設します。そういったときも、まずはそ

の障がいを持つ方、支援や配慮が必要な方々にどう避難所に来ていただくか、もしくは連れてく

るか。そして、その避難所の対応をどういうふうにするか。 

実は、７月 30日のカムチャッカ沖地震のときは、津波が到達するまで一定程度の時間の余裕が

あったものですから、ある程度のケアはできました。 

ただ、先日の青森県東方沖地震に関しては、夜中に起きた地震で、これは津波警報ではなくて

津波注意報でありました。北斗市の場合、津波注意報の場合は自主避難であって、避難指示は市
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長から発出はしません。しかしながら自主避難してくる方がたくさんいらっしゃいますので、独

自で避難所を開設します。当然、１ヶ所１ヶ所じゃなくて、６ヶ所７ヶ所というような形で開設

します。そうすると、どうしても人的関係で、そこでケアする人間、職員、そういったものがど

うしても不足をしてきます。 

そういった形で、障がいに関する課題というのは様々で、多くあります。多くあるんですけど

も、日々、少しでも前に進む。少しでもその、被害者目線、障がい者目線というのでしょうか。

様々な障がいを持っている方がいらっしゃいますので、すべてに対応するのは、正直に言ってか

なり難しいところもありますけれども、少しずつ前に進めていきたいと思ってございます。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

皆様からご意見をいただきました。今回は推進管理表の評価ということで、事務局案ではすべ

てＢでしたが、山田委員からは、大甘である、資料１－⑫についてはＣ評価というご意見でした。

徳田課長、いかがですか。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。 

山田委員からご指摘のありました、避難に関する、安全確保に備えた地域づくりということで、

大変貴重なご意見をいただきました。 

今回、すべてＢとなっておりましたのは、評価区分が３段階なものですから、細かく表現でき

ず中央に集まってしまったこともあるのですが、とはいえ百点法にするのもいかがなものかとい

うのもあります。 

今回の評価点につきましては、私どもがこれから進めていくという意味も込めまして、この時

点ではＣ評価とさせていただいて、来年、この場で良い評価をいただけるよう、努めて参りたい

と思います。 

 

【藤原会長】 

山田委員、よろしいですか。 

 

【山田委員】 

先ほどは、非礼な発言を失礼いたしました。期待しております。本日はありがとうございまし

た。 

 

【藤原会長】 

それでは大分時間が押していますので、この１－⑫は評価をＣとするということで、決定した

いと思います。他はＢということでよろしいでしょうか。 
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Ｗｅｂの方もよろしいでしょうか。 

それでは、協議事項１、プランの推進管理については終了といたします。 

協議事項２、その他について事務局から何かありますでしょうか。 

 

【事務局】 

はい。ご審議ありがとうございました。 

来年、この障がい福祉プランの中間見直しというのがございます。 

令和６年度から６年間の計画で 11年度までということですが、令和６、７、８年度と、３年後

の計画ですね。 

それにつきましては、国から、障害福祉計画の指針の見直しというのが出る予定になっており

ます。ただ国も出す出すと言って、いつも年度末ぎりぎりになるかと思いますので、その指針の

状況を見てがらっと変わるようであれば、計画も大幅な見直しが必要であるということ。 

それから、中間見直しでは数値が動きますので、その点についても国の状況を見てから、来年

度、どの程度の見直しになるのか。 

場合によっては、委員の皆様にもう一度お集まりいただいて、協議をさせていただくというよ

うな形で考えたいと思いますので、おそらく年度明けになるかと思いますが、ご相談、ご報告を

させていただきたいと思います。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

それでは時間が押しておりますが、私がご指名をしますので、最後にお二人からご意見をいた

だきたいと思います。 

まず、山本先生。全体を通してご意見をいただければ幸いです。 

 

【山本委員】 

はい。ありがとうございます。 

先ほど、やはり取組には限度もあるとか、ベストを目指すけれども今やるところからという話

がありましたけれどもそれが実際のところだと思います。 

ただ、一方で、言いたいことを言わないとか、思ってても隠しておくっていうふうになると、

ここは障がいがあるお子さんとか障がいがある方のための会議ですので、それもそれで良くない

と思いますので、本日はそういった二つの側面で、やれることに限度はあるけれどもベストは目

指していくし、本音で語り合うというところが、随分達成できたのではないかなと思って、とて

も良い会議だったと思いました。 

引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 
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ありがとうございます。 

大垣委員、最後にお願いします。 

 

【大垣委員】 

ずっと意見を飲み込んで来てましたので、当てられると言ってしまいますが、いいですか。す

いません。 

前回のときもお話しましたけども、北海道の障がい福祉の特徴として、何らかの福祉サービス

を利用している人のうち、施設入所している利用者が、全国平均で 10.9％です。それに対して北

海道では 13％の方々が入所施設を利用しています。しかもそれが、かつて過疎化対策で、入所が

いっぱい作られており、そこで高齢化、多様化しています。 

これは既存の制度だけで、本当に地域移行ができるのだろうか、事業所もかなり地域移行につ

いて疲弊してきてます、だから膝を突き合わせて、北海道行政と、今後の北海道の障がい福祉の

中の、入所のあり方について方向を出していかなければいけないのではないかと思います。8700

人弱の方が今日現在入所施設を利用していて、実はその 75％が知的障がいの方々なのです。 

立場上、北海道の知的障がい福祉協会の会長ですので、協会は事業者の集まりですから、協会

としてはどう考えているのか、どうしていこうとしてるのかということを、まず私たちが方向を

決めていこうと思っていますので、ぜひ、ご尽力いただきたいと思います。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。徳田課長、よろしいですか。 

今日は皆様から思いの丈をお話いただいたと思いますが、何か足りなかったという方はいらっ

しゃいませんか。 

Ｗｅｂの方、よろしいですか。 

それでは本日予定しておりましたすべての議事は終了しました。本日はありがとうございまし

た。 

 

【事務局】 

はい。藤原会長ありがとうございました。 

以上で令和７年度の北海道障がい者施策推進審議会を終了いたします。 

委員の皆様、本日はどうもありがとうございました。 


